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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2
1
1
5 1 1

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

１ 【改】農業委員会組織関係23,447千円　農業委員12人,農地利用最適化推進委員12人,臨時職員3人
　農業委員は、農地法等によりその権限に属した事項を処理する法令業務を行い、農地の利用の
最適化を推進します。
　農地利用最適化推進委員は、担当地域において、担い手への農地利用の集約・集約化の推進、
耕作放棄地の発生防止・解消、新規参入の促進を図り、農地利用の最適化を推進します。

会長　1人・職務代理者　1人・農業委員 10人・農地利用最適化推進委員 12人

【新】農地利用最適化交付金事業（H２９、7月～）県10/10（8,367千円）
活動実績・成果実績により、能率給として支給します。

○　農家担い手結婚対策補助金　５００千円
「第１０弾琴浦くるくるツアー・グルメｄｅ婚活」 実績　成婚８組、交際２組

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

-256前年度増減 7,798 7,654 400
平成30年度 24,250 10,243 400 13,607 （ふるさと納税）
平成29年度 16,452 2,589 13,863
平成28年度 16,274 2,584 13,690 15,252

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

実績
目標

達成率

利用権設定面積(累
計)

ha
目標 900.0 900.0 900.0 900

達成率 68.0% 67.0% 69.7% 78.8%
実績 612.1 603.1 628 709

35
実績 38.4 65.9 65.9 96.6遊休農地面積 ha
目標 35.0 35.0 35.0

達成率 91.1% 53.1% 53.1% 36.2%

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(実績) 29(現時点) 30

30 31

指標
790.0ha
27.8%

997.5ha
35.1%

1,055.0ha
37.1%

1,112.5ha
39.2%

1,170.0ha
41.2%

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 平成35年度　1,400ha（集積率51％）

年度毎
KPI

年度 27 28 29

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

前年度
からの

改善点等

根拠法令等 ■法令(義務)　■法令(任意)　■条例　■規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 農業委員会等に関する法律、農地法、農業経営基盤強化促進法、琴浦町農業委員会の委員の定数等に関する条例、琴浦町農業委員会規則、琴浦町農業委員会総会会議規則

13,607 ふるさと納税

事業の対象
(だれに)

農地所有者、農業経営者

事業の目的
(なんのために)

　農地法等によりその権限に属した事項を処理する法令業務と新たに農地等の利用の最適化の推進、
担い手への農地利用の集積･集約化、耕作放棄地の発生防止・解消、新規参入の促進を図ります。

平成30年度 24,250 10,243 400

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

農業委員会費
事業期間 開始 平成16年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 農林水産業費 項 農業費 目

総合計画 基本施策 未来をひらく地域産業のまちづくり 主要施策 農林水産業の振興

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラで創る 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 自然の恵みからなる農林水産業の振興 重点項目

施策 遊休農地の解消と担い手の育成 施策

□新規 ■継続
担当課 農業委員会事務局 担当係 農政係

30

事業番号 126 事業名 農業委員会組織関係 事業区分

13-1



平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2
1
1
5 1 1

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

１ 国有農地対価徴収　17千円
　国有農地を借受けている方から、実態調査を行い対価徴収します。

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

13,606前年度増減 24,233 400
平成30年度 24,250 16 400 13,607 （ふるさと納税）
平成29年度 17 16 1
平成28年度 17 16 1 18

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

実績
目標

達成率

目標

達成率
実績

実績
目標

達成率

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

30 31

指標

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

年度毎
KPI

年度 27 28 29

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

前年度
からの

改善点等

根拠法令等 □法令(義務)　■法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 農地法

1

事業の対象
(だれに)

国有農地借受け者

事業の目的
(なんのために)

国有農地を農耕貸付しているため、その対価徴収を行います。

平成30年度 17 16

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

農業委員会費
事業期間 開始 平成16年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 農林水産業費 項 農業費 目

総合計画 基本施策 未来をひらく地域産業のまちづくり 主要施策 農林水産業の振興

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラで創る 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 自然の恵みからなる農林水産業の振興 重点項目

施策 遊休農地の解消と担い手の育成 施策

□新規 ■継続
担当課 農業委員会事務局 担当係 農政係

30

事業番号 128 事業名 国有農地対価徴収 事業区分
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2
1
1
5 1 1

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

１ 農地中間管理事業の特例事業　121千円
　（公財）鳥取県農業農村担い手育成機構が規模縮小農家等から農用地を買い入れて、
認定農業者等へ　売渡又は貸付を行う業務の一部を、町が受託します。

受託業務：当該農用地の位置及び権利関係の確認、嘱託登記事務、
　　　　　売渡又は貸付後の農用地の状況把握及び適正利用に関する指導
委託料：4,000円／件×年間売買件数30件

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

13,606 0前年度増減 24,245 0 0 400 0
平成30年度 24,250 0 0 400 0 13,607 （ふるさと納税）
平成29年度 5 0 0 4 0 1
平成28年度 5 0 0 4 0 1 5

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

実績
目標

達成率

目標

達成率
実績

実績
目標

達成率

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(現時点) 29 30

30 31

指標

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

年度毎
KPI

年度 27 28 29

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

前年度
からの

改善点等

根拠法令等 □法令(義務)　■法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 農業経営基盤強化促進法

1 担い手育成機構からの委託料

事業の対象
(だれに)

認定農業者、担い手農家

事業の目的
(なんのために)

認定農業者等の担い手農家に対する農用地の利用集積を推進します。

平成30年度 121 120

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

農業委員会費
事業期間 開始 平成16年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 農林水産業費 項 農業費 目

総合計画 基本施策 未来をひらく地域産業のまちづくり 主要施策 農林水産業の振興

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラで創る 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 自然の恵みからなる農林水産業の振興 重点項目

施策 遊休農地の解消と担い手の育成 施策

□新規 ■継続
担当課 農業委員会事務局 担当係 農政係

30

事業番号 130 事業名 農地中間管理事業の特例事業 事業区分
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2
1
1
5 1 1

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

１ 農業者年金業務　10千円
　農業者年金の有利性を広く知ってもらうため、農業委員や推進委員対象の研修会を１０月に、
農業者対象の説明会を１月に開催します。
説明会資料印刷、パンフレット配布等に係る事務用消耗品　５千円×２回＝10千円

① 農業者年金事業（農業者経営移譲年金、老齢年金、特例付加年金、死亡一時金の給付、
加入資格の得喪）の執行
　農業者年金受給権者　３４３名 　農業者年金被保険者　　３１名
　農業者年金待期者　　　１２名（６０才以上で農業者年金の裁定請求を行っていない者）

② 農業者年金の加入推進活動の実施
　毎年度,加入推進活動計画を策定して年金制度の定着・普及に努める。加入推進重点対象者５１名
 農業委員、推進委員は「任期中に委員１人が１人を加入させよう」をスローガンに取り組みます。
　事務局は委員による加入推進活動の下支えをします。
※農業者年金業務委託料（平成30年度歳入見込額５００千円）は、全額職員人件費に充当します。

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

職員人件費655,700円

13,596前年度増減 24,239 0 0 400 0

職員人件費500千円
平成30年度 24,250 0 0 400 0 13,607 （ふるさと納税）

平成28年度 496 0 0 0 0 496 496
平成29年度 11 0 0 0 0 11

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

目標

達成率
実績

5 5
実績 1 4 6 5農業者年金加入者 人
目標 6 6 5

達成率 17% 67% 120% 100%

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28（実績） 29（現時点） 30

30 31

指標 6人 5人 5人 5人 5人

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 5年間で農業者年金新規加入者25人

年度毎
KPI

年度 27 28 29

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

前年度
からの

改善点等

根拠法令等 □法令(義務)　■法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 独立行政法人農業者年金基金法

10

事業の対象
(だれに)

①農業者年金受給権者
②農業者年金加入資格を有する者（６０才未満で年間６０日以上農業に従事する国民年金１号被保険者）

事業の目的
(なんのために)

①農業者の老後生活の安定及び福祉の向上が目的です。
②農業者年金事業を通じた農業担い手を確保します。

平成３０年度 10 0 0 0 0

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

農業委員会費
事業期間 開始 平成16年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 農林水産業費 項 農業費 目

総合計画 基本施策 未来をひらく地域産業のまちづくり 主要施策 農林水産業の振興

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラで創る 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 自然の恵みからなる農林水産業の振興 重点項目

施策 遊休農地の解消と担い手の育成 施策

□新規 ■継続
担当課 農業委員会事務局 担当係 農政係

30

事業番号 131 事業名 農業者年金業務 事業区分
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2
1
1
5 1 1

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

１ 規模拡大農業者支援事業交付金　6,000千円
　　8,000円／10a×7,500a

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

8,807前年度増減 19,450 0 0 400 0
平成30年度 24,250 0 0 400 0 13,607 （ふるさと納税）
平成29年度 4,800 0 0 0 0 4,800 同上
平成28年度 4,800 0 0 0 0 4,800 5,624 市町村交付金事業

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

実績
目標

達成率

目標

達成率
実績

100 100
実績 62.6 89.8 70.3 65交付金の対象面積 ha
目標 100 100 100

達成率 63% 90% 70% 65%

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 26(実績) 27(実績) 28(実績) 29（現時点） 30

30 31

指標
790.0ha
27.8%

997.5ha
35.1%

1,055.0ha
37.1%

1,112.5ha
39.2%

1,170.0ha
41.2%

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 平成35年度　1,400ha（集積率51％）

年度毎
KPI

年度 27 28 29

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

前年度
からの

改善点等

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　■訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 琴浦町規模拡大農業者支援事業交付金交付要綱

5,990 過年度分交付金返還金

事業の対象
(だれに)

町内在住の認定農業者の内、農地の利用集積を目的に３年間以上の農地の賃借権設定をした者

事業の目的
(なんのために)

農地の利用集積を促進することで、認定農業者の規模拡大を増進し、地域農業の担い手となる効率的な経営
体の育成を図ります。

平成30年度 6,000 10

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

農業委員会費
事業期間 開始 平成16年度 終了 － 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 農林水産業費 項 農業費 目

総合計画 基本施策 未来をひらく地域産業のまちづくり 主要施策 農林水産業の振興

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ コトウラで創る 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 自然の恵みからなる農林水産業の振興 重点項目

施策 遊休農地の解消と担い手の育成 施策

□新規 ■継続
担当課 農業委員会事務局 担当係 農政係

30

事業番号 623 事業名 規模拡大農業支援事業 事業区分
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